
「循環型社会形成推進基本計画の策定のための具体的な指針について（案）」

のパブリックコメントの結果について

平成１４年１月１７日

中環審・循環型社会計画部会

１．結果概要

　１１月１４日から１２月７日までの間、「循環型社会形成推進基本計画の策定のための具体的な指針

について（案）」のパブリックコメントを行った結果、１６０人（団体）から意見が寄せられた。

　結果は以下のとおり。

１　寄せられた意見・提言の多くは本指針案に示された項目について、さらに細分化された個別政策

やその実施にあたっての具体的な方法等に関するものであった。

　　本指針自体は、今後策定する計画の方向性を示すものであることから、ある程度抽象的な内容と

ならざるを得ないが、今後の検討にあたっての参考にしてまいりたい。

２　また、グリーン購入に関する記述を明確に記すべきとの意見を踏まえ、本指針案について以下のと

おり修正を行うこととしたい。

　　２　国が率先して実行しようとする行動についてに以下を追加（現案の（４）以下は繰り下げ）。

　　「（４）需要の転換

　　　　日常生活や経済活動を支える物品及び役務に伴う環境負荷の低減を図るため、国等による

率先的調達、環境物品等に関する情報の提供など、環境物品等への需要の転換を促進するた

めの施策を示すものとする。」



２．意見提出者の属性等による内訳について

（１）年齢別内訳
年齢（才） 男性 女性 不明 企業・団体 合計
０－１９ 2 1 0 － 3
２０－２９ 2 2 0 － 4
３０－３９ 14 22 0 － 36
４０－４９ 16 15 0 － 31
５０－５９ 4 6 0 － 10
６０－６９ 2 0 0 － 2
７０－７９ 0 0 0 － 0
不明 50 11 3 10 74
合計 90 57 3 10 160

（２）職業別内訳
職業 男性 女性 不明 合計
会社役員 1 0 － 1
会社員 31 6 － 37
団体役員 1 0 － 1
団体職員 5 0 － 5
公務員 6 1 － 7
教員 1 0 － 1
自営業 10 5 － 15
自由業 0 0 － 0
農林漁業 2 0 － 2
主婦 － 30 － 30
学生 2 2 － 4
無職 6 1 － 7
不明 25 12 3 40
合計 90 57 3 150

（３）提出方法別内訳
郵送 9
ＦＡＸ 49
E－ｍａｉｌ 102
合計 160

（注１）性別の表示がないものでも氏名から判別できるものは性別を分類した（１及び２）

(注３）３名による連名の意見１通は各該当区分に分類した。

（注２）個人名が記載されていても企業・団体を代表した意見と読みとれるものは企業・団体
におり、(２)には含まれない



３．「循環型社会形成推進基本計画策定のための具体的指針（案）」に対する意見のまとめ
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経済構造生活スタイルの変革の必要

自然環境の物質循環フローとの調和、循環型社会の手本は自

然

基本的な考え方や政策手法

について

我が国が目指す循環型社会のイメージについて

国・事業者・消費者等の適正かつ公平な費用負担システムを構築

法３条の「健全な経済の発展を図りながら持続的に発展することができる社会の実現を推

進」を基本理念に示す

持続可能性が経済発展に優先することを明記

大量循環型社会への懸念・反対(リデュース・リユース優先)、

循環型社会はリサイクル社会ではない

循環型社会の概念は広義、長期的にとらえること

循環資源は、特性に合わせた対応を考慮すべき

資源の少ない日本として自給できる循環型社会構築、持続可

能な経済発展と環境保全の調和

過去の循環型社会の知恵に学び（江戸時代を見直し）日本型

の新しいリサイクル社会を構築

循環資源や中古品の輸出について国策を示すべき。　国際的

な循環を考慮するとしても環境破壊を他国に拡大しないこと

3RやＥＰＲより高次のパラダイムシフトについて議論するべ

き

エネルギー循環の観点が抜け落ちている

より環境負荷のない素材や設計、生産方法を採用する（ク

リーンプロダクション）などの入口対策について打ち出すべ

き

自治体だけでなく企業・市民も含めた当事者意識

建設工事において、行政、製造者、発注者、排出事業者の各

責任の明確化、発注者による処理計画の作成及び必要経費の

計上

排出事業者による自己処理の容易化のため、法律の整備、処

理施設の整備・充実、許認可の簡素化が必要

EPRはPPPに内包されるべき。循環的な利用に係る費用や外

部不経済が製品価格に内部化されることが重要

本質的汚染者負担原則(EPPP)の考え方を提案

分別やリサイクルの困難な製品の使用を制限、リサイクル容

易な製品の開発を促進する法的システムの検討

生産者共同のリサイクル施設の設置を義務づけたり、それを

支援する制度必要

分別コスト低減のため、複合材を少なくし材質の表示を行う

分別回収システムの確立

リサイクルよりも①リデュース②リユース促進

リフューズ（ごみになるものを拒む）を加え、４Ｒ対策を
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適正処理の推進 

経済的手法

使用済み製品の3Rよりも、商品設計、製造、使用等各過程で

の資源効率を議論すべき

ごみとなるものの製造抑制・規制、有料化

過剰包装、使い捨て容器への懸念（トレイ廃止）

量り売り、ばら売り促進、自分の容器の活用、買い物袋持参

長持ちする製品を作る、　修理促進　（メーカー部品保存期

間延長、既存ストックの有効活用等）

物の流通量を減らすべき

リターナブル容器推進・（法制化、リターナブル以外に賦課

金等含む）

廃プラについては（サーマルリサイクル）熱回収よりもマテ

リアルリサイクル（再生利用）に力を入れるべき

ごみ発生と焼却の削減のため、サーマルリサイクルは段階的

に廃止

再生原料、再生品利用促進（再生原料は価格が高い、特にご

みになりやすいものに再生原料使用促進等）、品質確保、分

別細分化

循環資源の広域的な運用の促進

リサイクル残さの少ない商品設計

建設業ではユーザーと排出者が異なるため、課税対象をだれ

にするかが問題

都道府県単位の税制は広域処理を阻害

経済的手法及び外国経済との調和について主体的に義務を果

たし、循環型社会のあり方を明示する

拡大生産者責任制度の導入とごみ処理有料化は二重負担とな

る

廃棄物の有料化の是非は自治体に任せるべき

包装の有料化

税制を主とした経済的手法導入（埋立税、バージン材課税、

使い捨て容器税等）

動脈・静脈のバランスのとれた産業構造構築、雇用促進のた

め、静脈産業、環境に関連した産業の育成、静脈物流の整

備。政府の助成、支援が必要

動脈産業と静脈産業の社会的格差是正

静脈産業をビジネスとするためリサイクル製品の購入促進

優良な中間処理施設、再資源化施設、最終処分場の整備促進

再生品、環境配慮製品の評価・ランク付け

消費者が判断するための表示・データベース構築

静脈産業は排出事業者に育成責任がある

処理・リサイクルコストの公表を

マニフェスト制度を完全電子化し、産業廃棄物の情報をリア

ルタイムに周辺住民にも提供

情報はその内容が重要(企業秘密とすることが、処理業者の再

利用の妨げとなる）

不適格業者を排除できる検索システムの確立

適正処理レベル、処理コストの判断基準の明確化、排出業者

が適正処理費用を採用すること

処理施設・処分場などの設置基準、排出基準の強化
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人材の育成・活用 指導者を育成するより実務経験者を活用 1

4

客観的データの重要性 1

数値目標の基準値の概念または定義を明確にする

平成20年度までに最終処分量を半減するための具体的な数字

を示すべき

循環資源の発生、循環的な利用及び処分等の目標量につ

いて

野焼きの禁止

循環型社会は成り立たないので、現実的な安全処理を研究す

べき

関係個別法及び個別施策との総合的・有機的な連携の基

本的な方向について

国が果たすべき役割について

NGO、NPO支援。NGO、NPO活動に対する適切公明な資金支

援制度（支援した者への優遇措置）、団体リーダーの資質の

公的認知制度等

関連法律の関係、概念解釈の整合、適用範囲の明確化、法律

の条項は基本的・方針的な内容で簡潔な表現とする

国が率先して実行しようと

する行動について

それぞれの産業・品目の状況に応じた適切な目標設定を

不法投棄の取締・規制強化、高額の罰金制度

産廃処理の公共関与の強化

住民被害の出ている所に対する迅速な処置

廃棄物処理法の廃棄物の定義、区分の見直し

廃棄物処理法等の規制がリサイクルを阻害することがないよ

うに、リサイクルの促進の観点から各種規制緩和や法改正す

べき

容器包装リサイクル法は結果的に容器のワンウエイを促進す

る結果となり、循環法と齟齬を生じている

広域対応の都市型超大型臨海環境コンビナート団地の建設

市民学習の便を図る事務局または窓口を自治体に設ける

個別品毎の具体的な数値目標については個別法で設定し、基

本計画では目標設定の考え方、効果の把握方法等について、

基本的な方針を示すべき

基本的な目標（国の長期的方針対応）と個別の実務目標は区

別する

ＬＣＡ評価が必要であれば、そこに誘導する施策（高耐久・

長寿命建造物へのインセンティブ）が必要

数値目標の設定は経済発展を抑制しないようにすべき

条例における、「上乗せ、横出し基準」の把握と運用トラブ

ルの調整

国の権限と義務を明確化

一層の情報公開。処理施設や処分場の状況と調査結果を公表

し、国民の不信感を和らげる必要がある

国は事業者の自主的取組を尊重すること

実務研修の場を確保し、適切な費用負担が可能な仕組みの構

築

廃棄物関連情報・データ、取り組み状況の公表（ダイオキシ

ン・食料等、Good Practices集等）

公、民の責任分界を明確にする

環境教育・学習の振興

民間団体等の自発的な活動

の促進

情報基盤の構築と調査の実

施
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受託事務と自治事務の利用者への明確化、条例への根拠法律

の明示

拡大生産者責任が進んでも、分別収集・運搬の役割は残るこ

とを明記すべき

事業者が果たすべき役割に

ついて

エネルギー消費抑制、自然エネルギー促進（バイオマスを除く）、発電設備の小規模分散化、エネルギー自給率向上

一層の情報公開

循環型社会に資する科学技術の積極的振興（補助、助成制度

必要。環境税を財源とすべし。焼却炉への補助金を削減し財

源とすべし）

長期間使用可能なもの、リサイクル容易なものの生産、部品

交換、維持補修市場の形成

単一工場内ではなくグループ全社でのリサイクル率把握が必

要

大量生産方式と個別生産方式の共存

自主的取組は重要。計画に基づいた自主的取組、結果の公表

等が必要

グリーン購入の一層の推進　国の機関以外にも義務づけ・助

成・融資・減免税措置

循環型社形成に資する事業者に税制優遇を

ＮＧＯの中立性が大切

「エコライフ100万人宣言」をより具体的にしたものを盛り

込むべき

ＮＰＯ・NGOは循環型社会を形成するためのコーディネー

ターとしての役割が期待される

廃棄物問題の知識を有するNPOの結成・活動が望まれる

一人一人の生活意識の改革を図る（使い捨て行動の見直し、

耐久消費財意識の涵養）

廃棄物焼却施設への補助要綱見直し。小型施設に補助を
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者、地方公共団体が果たす

べき役割について

基本計画の進行管理と実効性の確保について

市町村負担から企業・国民への負担へと移らなければならな

い

容器包装リサイクル法上の自治体の負担が過大

自治体においても「循環型社会形成推進計画」策定

関連施策との有機的連携の確保のための留意事項につい

て

縦割り行政是正。廃棄物の発生から処分まで適正に処理でき

る法制化が必要

地方公共団体が果たすべき

役割について
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